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平成30年度決算 連結財務書類の概要

住民一人当たりの貸借対照表（平成31年3月31日現在人口21,138人）
（家計に例えて説明）

（億円）

Ｈ 29 Ｈ 30
前年度末純資産残高 771 759
純行政コスト △ 216 △ 212
財源 202 192

税収等 149 131
国県補助金 53 61

その他の項目 2 4
本年度末純資産残高 759 743

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表した財務書類です。

（万円）
H29 H30

■資　産
①有形固定資産 424 417
②投資等 26 27
③流動資産 43 42

（万円）
H29 H30

■負　債 140 135

■純資産 353 351

■資　産 （億円）
H29 H30

①有形固定資産 912  881
［学校、道路、橋、町の施設など］

②投資等 56 56
［基金（固定的なもの）、出資金など］

③流動資産 92 90
［現金預金、未収金など］

資産合計 1,060 1,027

■負　債 （億円）
H29 H30

①固定負債 274 258
②流動負債 27 26
負債合計 301 284

■純資産
純資産合計 759 743

負債純資産合計 1,060 1,027

今までに、学校、道
路などを建設するた
めの財源として町が
借金しているお金や、
町の職員全員が年度
末に退職したと仮定
した場合の退職金相
当額などです。

学校、道路などの建
設に使われたお金の
総額です。道路や建
物は減価償却をして
います。

町が借金しているお
金の翌年度の返済予
定額などです。

住宅ローン残高

関係団体への出資金
や基金などで蓄えて
いるお金です。

学校、道路などを建
設するために使った
国や県の補助金や税
金などです。

住宅・土地などの資産
から住宅ローンなどの
負債を引いた残額

現金で持っているも
ののほか、必要時に
すぐ現金化できる基
金、町税などでまだ
収納されていないお
金です。

①住宅・土地
②定期預金・株式
③普通預金・現金

揖斐川町では、住民の皆さんに分かりやすく財政状況に関する情報を提供するため、民間企業会計の手法
を取り入れた「新地方公会計制度」に基づく連結財務書類を作成しました。
連結財務書類とは、連結貸借対照表、連結行政コスト計算書、連結純資産変動計算書のことで、町（一般会
計等、公営事業会計）のみならず、町が設立した第三セクターや加入している一部事務組合等の財務書類を
連結ベースで把握することで、町の全体的な財務実体を見ることができます。連結財務書類を作成することで、
透明性の向上や説明責任が履行されるとともに、資産・債務の適切な管理を行うことが可能となります。

貸借対照表（平成31年3月31日現在）

純資産変動計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

貸方〔資金の調達〕
資金をどこから調達したか

借方〔資金の使途〕
資金を何に使ったか
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住民一人あたりの行政コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

連 

結 

対 

象
（ 

連 

結 

財 

務 

書 

類 

）

揖
斐
川
町
全
体

■一般会計等
〇一般会計
〇町営住宅事業特別会計
〇杉原地域土地取得等特別会計
〇徳山ダム上流域公有地化特別会計
〇地域情報特別会計

■公営事業会計
□企業会計

〇上水道事業会計
□特別会計

〇簡易水道特別会計
〇農業集落排水事業特別会計
〇公共下水道事業特別会計（特環）
〇個別排水事業特別会計（個排）
〇個別排水事業特別会計（特生）
〇国民健康保険特別会計
〇国民健康保険直診勘定特別会計
〇後期高齢者医療特別会計
〇小水力発電事業特別会計

一
部
事
務
組
合
等

■一部事務組合
〇揖斐郡消防組合
〇西濃環境整備組合
〇大垣衛生施設組合
〇岐阜県市町村会館組合
〇揖斐郡養基小学校養基保育所組合
〇揖斐川水防事務組合
〇岐阜県市町村職員退職手当組合
〇樫原谷林野組合　
〇足打谷林野組合

■広域連合	
〇揖斐広域連合
〇岐阜県後期高齢者医療広域連合

■地方三公社
〇土地開発公社

■第三セクター等
〇一般財団法人いびがわ
〇株式会社サンシャイン春日

（億円）

H29 H30

経常費用

１ 人にかかるコスト（人件費） 27 26  

２ 物にかかるコスト（物件費等） 91 92  

３ 移転支出的なコスト（移転費用） 110 105  

４ その他のコスト（その他の業務費用） 6 6 

経常費用合計 A 234 229  

経常収益 B 18 17  

純経常行政コスト C=A－B 216 212  

臨時損失 D 0 0

臨時利益 E 0 0

純行政コスト C+D－E 216 212

（万円）

H29 H30
経常費用
１ 人にかかるコスト（人件費） 12 12 
２ 物にかかるコスト（物件費等） 42 43 
３ 移転支出的なコスト（移転費用） 51 50 
４ その他のコスト（その他の業務費用） 3 3 
経常費用合計 A 108 108 
経常収益 B 8 8 
純経常行政コスト C=A－B 100 100
臨時損失 D 0 0
臨時利益 E 0 0
純行政コスト C+D－E 100 100

行政コスト計算書とは、人的サービスや社会保障給付サービスなどに1年間で使った費用などを集計した財務
書類です。

行政コスト計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

連結を構成する会計・団体 一覧




